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パリ協定第6条に関する議論
と今後の動向
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6条のことを知らずに、
カーボンクレジットを語るなかれ
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おさえておきたい6条のこと

パリ協定第6条の交渉は技術的議論から次の段階へ

パリ協定第6条の合意シナリオ

パリ協定第6条は各国の自主的な参加で、各国の
目標達成に活用し、野心を高めるもの

パリ協定は京都議定書とは異なる

NDCと6条

政治レベルへ

炭素市場と民間
企業への影響

NDC：自国が決定する貢献（Nationally Determined Contribution）

6条のルール
（相当調整・二重計上
防止など）
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パリ協定のおさらい
• 2015年12月 パリ協定採択（2016年4月に署名式）
• 米国は2016年に離脱表明（トランプ前政権）。バイデン政権
により正式に2021年2月復帰。

2015年12月COP21会場にて
深夜まで会場で会議の開始を待機
毎日、PAULを楽しみに

長期目標として
2℃目標の設定。
1.5℃に抑える
努力を追求。

全ての国が
削減目標を

5年ごとに
提出・更新。

適応の長期目標の
設定、各国の適応
計画プロセスや
行動の実施

市場メカニズムの
活用

（パリ協定第6条）

先進国の資金提供
に加え、途上国も
自主的に資金を提供

5年ごとに
世界全体としての
実施状況を検討する

仕組み（GST)

パリ協定締約国数

41か国

京都議定書 附属書I国

197か国 注釈：GST (Global Stocktake)
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市場メカニズムの交渉の歴史

2020 20212019201820172016201520142013

 様々なアプローチのための枠組み（FVA)
 新市場メカニズム（NMM）
 非市場アプローチ（NMA)

パリ協定採択

 6条2項：ガイダンスの採択（相当調整等）
 6条4項：ルール・モダリティ・実施の採択
（新たなメカニズムの設計、CDMの移管）
 6条8項：作業計画の採択

合意
できず

合意
できず

Covid19
により
延期

 日本：二国間クレジット制度（JCM）
 スイス：二国間制度（Klik）
 ドイツ：BMUパイロット活動
 スウェーデン：SEAパイロット
 世界銀行：PMR/PMIを通じた支援
 ADB：6条パイロット支援
 西アフリカ・東アフリカアライアンス

6条のルールブックを交渉3つのメカニズム構築を交渉

FVA: Framework for Various Approaches
NMM: New Market based Mechanism
NMA: Non Market based Approaches

パリ協定第6条に関する取組の加速

2018年に6条ルールブックが
決定予定であった
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パリ協定第6条の目的
パリ協定第6条1項

締約国は、一部の締約国が、国が決定する貢献の実施に際し、緩和及び適応に関する行動を一層野心的な
ものにすることを可能にし、並びに持続可能な開発及び環境の保全を促進するため、任意の協力を
行うことを選択することを認識する。
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NDCにおける6条の活用（NDCの更新を実施した48か国）

出典：NDC統合報告書本文 図4をもとにIGES研究員が翻訳・作成

 ほぼ全ての締約国が、パリ協定第6条の情報を提供。前回のNDCと比較し、2倍以上に増加
 一方、多数の締約国が、パリ協定第6条の活用に制限。また、排出削減量の追加性、永続性、二

重計上の回避を確実にするための基準やガイドラインを遵守するユニットの活用など、緩和目標
の達成に向けた6条の活用に関して定性的な制限を示す。
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少なくとも
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6.4項メカニズム
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CDM
活用
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パリ協定第6条の全体像

62
協力的アプローチ

64
持続的な開発に貢
献するメカニズム

68
非市場アプローチ

特長

民間企業
との関係

国際的に移転したクレジット
を排出削減目標に活用

CDMの後継メカニズム 緩和、適応、資金、
キャパビルなど

6条パイロットやCORSIA等 CDMや新たな国連メカニズ
ムのクレジット

CDM
COP26で決定
移管予定

パリ協定
第6条4項

非市場アプローチを通じた
支援

その他CORSIAで認められたスタンダード
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パリ協定第6条2項って？

パリ協定第6条2項：協力的アプローチ（6.2項)

6.2項に参加する国の条件
• パリ協定締約国
• NDCを作成・通知・維持していること
• NDCに向けたITMOsの使用を承認する体制が整っていること
• ITMOsを追跡するための体制があること
• 最新のGHGインベントリ報告書を提出していること

6.2項に参加する国がしなければならないこと

• 相当調整の適用
• ITMOsの報告（初期報告、年次報告、定期報告）
• 報告されたITMOsや6条の情報についてレビューを受ける
• ITMOsの記録・管理を行う登録簿の構築

• 適応への貢献

各国主導型
（排出量取引のリン
ク、JCM等が実例）

6.2項における交渉の論点
適応への貢献

6.2項の早期実施のために必要なこと
 6条の実施に必要なインフラの整備
参加国のキャパビル支援
相当調整の理解促進

• ある国で得られた緩和成果（Internationally Transferred Mitigation Outcomes: ITMOs）が、クレジット
や排出枠などとして国際的に移転され、それを獲得した国が排出削減目標の達成に利用できるようにする
ためのメカニズム。
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ITMOsって何？
ITMOs：Internationally Transferred Mitigation Outcomes
（国際的に移転された緩和成果）

出典：COP25議長テキスト（第3版）を基に作成

実際に、
検証され、
追加的である

国際的に移転
された削減量

又は
除去量

tCO2eqで
換算

NDCの達成に
使用

NDC達成以外の
国際的な緩和目
目的、他の目的

にも使用

6.4項で国際的に
移転された
削減量

2021年以降
の緩和削減量

CORSIA等も
含まれること

を想定

二国間などを
通じた削減
目標達成等

2020年12月
31日以前の削
減量はITMOs
ではない

です



13

二重計上とは

2021 2030

2021 2030

2021 2030

2021 2030

相当調整

相当調整
なし

ユニット
*(3,000万t)

A国 （移転国）

B国 （獲得・使用国）
3,000万tを差し引く

実際のGHG
排出量

（10年間）
(8億トン)

調整後のGHG
排出量

（10年間）
(7億7千万t)

B国はクレジットを獲得し、
目標達成に使用

A国はユニットを移転

実際のGHG
排出量

（10年間）
(8億トンt)

実際のGHG
排出量

（10年間）
(8億トンt)

A国とB国の実際のGHG排出量の合計

は16億トンt

A国の調整後の排出量とB国の実際の
GHG排出量の合計は

15.7億トン

(実際のGHG排出量の合計と異なり、

3,000万tの二重計上が生じる。）

全体の排出量は減ったように見える
が、実際の排出量は減っていない。

パリ協定第4条13項（NDCの算定）
で二重計上の回避が求められている。
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相当調整とは：JCMの場合（イメージ）

相当調整

相当調整

6.2項における相当調整（平均）
 6.2項に参加する国は相当調整の方

法を選択する必要有

 NDC実施期間中に初回移転され、使
用されるITMOs（クレジット）の累
積獲得量（A)を算定

 累積獲得量(A)をNDC実施期間年数
で割り平均取得量（B)を算定

（日本の場合：NDC実施期間は10年）

 NDC目標年の排出量に(B)を相当調
整する。

調整後のGHG
排出量

（2030年）
(7.996億t)

2030年の調整後のGHG排出量

40万 tを差し引く

ユニット
*(400万t)

日本が仮にNDC実施期間の10年間で
JCMクレジットを400万トン獲得し、
目標達成に活用を想定

インドネシアがJCM
クレジットを移転

インドネシア（移転国）

2030年の実際の排出量

40万tを上乗せ

2030年の調整後のGHG排出量

2030年の実際の排出量

日本（獲得/使用国）
8億トン
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相当調整に対する見解

パリ協定第6条2項における適用
 反対する国はいない

→二重計上の防止、環境十全性の確保に対する共
通の理解あり

パリ協定第6条パイロット
 日本：JCMでは適用
 スイス：Klikでも適用

→二重計上を防止し、環境十全性を確保

パリ協定第6条4項における適用
 ブラジル・インドなどが適用に反対

→BASIC （ブラジル・南アフリカ・中国・イン
ド）閣僚会合で声明を発表

自主的炭素市場のスタンダード
 VERRA：適用に反対
 Gold Standard：適用に賛成
 TSVCM: パリ協定第6条の交渉結果次第

環境十全性を確保し、二重計上の防止を回避するために、多くの国・制度が相当調整を適用
予定。相当調整の適用有無は、クレジットのレピュテーションリスクにも影響。

TSVCM: TASKFORCE ON SCALING VOLUNTARY CARBON MARKETS
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SOPとは？

Share of proceeds for adaptation：適応費用

途上国の意見
 ITMOsに対し、6.2項で
[2%・5%・X%分]を適応のため
に課税

先進国の意見
 6.2項に対しては、SOPは適用さ

れない。6.4項のみ適用。

（現在の妥協案）COP25議長テキスト（第3版）
• 6.2項に参加する国に、適応基金への貢献を通じて、適応に対する支援を提供し、6.4項で設

置されるメカニズムの課税と相応の拠出を強く要請

（例）
1,000,000トン分の
クレジット発行に対し

20,000トン分のクレ
ジットを適応費用へ
充当（2%の場合）

適応支援
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6.4項における交渉の論点
 CDMクレジットの移管
 NDC対象外のセクターの相当調整
ベースラインアプローチの検討

6.4項の早期実施のために必要なこと
 UNFCCC事務局職員の再配置
監督組織の設置・詳細ルール・インフラの整備
 CDMの速やかな移管

パリ協定第6条4項って？

パリ協定第6条4項：持続可能な開発に貢献するメカニズム (6.4項）

6.4項に参加する国の条件
• パリ協定締約国
• NDCを作成・通知・維持していること
• UNFCCC事務局と連絡する指定国家機関を設置すること
• 持続可能な開発への貢献を情報公開していること
• 最新のGHGインベントリ報告書を提出していること

6.4項で決定・実施されること
• 監督組織の設置、監督組織によるメカニズムの運営・管理
• 6.4項の活動の種類、クレジット期間
• 削減量を算定する方法論
• 6.4項の活動の承認、クレジットの発行
• バリデーション、ベリフィケーションガイドライン
• 適応への支援、登録簿の設置
• CDMプロジェクトの移管、CDMクレジットの移管

国連管理
（CDMの移管）

京都クレジットの
パリ協定への移管に
反対する国は多い

サンホセ原則連合
の立ち上げ
2020年11月

（コスタリカ）

• 国連管理型のCDM（クリーン開発メカニズム）の後継メカニズム。本メカニズムか
ら生成される排出削減量は、他の締約国による国別目標の達成目的で用いられた場
合、ホスト国の国別目標の達成に用いることができない。

A6.4ER
クレジット



18

CDMプロジェクトとクレジット発行量の推移

出典：
IGES CDMプロジェクトデータベース https://www.iges.or.jp/en/pub/iges-cdm-project-database/en
IGES CDMモニタリング発行データベース https://www.iges.or.jp/en/pub/iges-cdm-monitoring-and-issuance-database/en
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京都議定書
第二約束期間

京都議定書
第一約束期間

京都議定書
第二約束期間

EU-ETSにおけるCDMクレ
ジットの活用制限、第二約
束期間発効の遅れから需要
減により新規開発プロジェ
クト減

自主的なオフセット・、
CORSIAの需要を踏まえ、過
去に登録されたプロジェク
トからのクレジット発行が
継続

(千トン）
(件数）

https://www.iges.or.jp/en/pub/iges-cdm-project-database/en
https://www.iges.or.jp/en/pub/iges-cdm-monitoring-and-issuance-database/en
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パリ協定に移管可能なCDMクレジットのポテンシャルは？

CDMのクレジット供給予測量
 2013年以降に登録されたCDMプロジェクト：約3.4億トン
 2016年以降に登録されたCDMプロジェクト：約4,600万トン
※仮にCOP26で2020年以前のクレジットの移管が認められた場合

出典：CDM supply potential for emission reductions up to the end of 2020（IGES、三菱UFJリサーチ＆コンサル
ティング、NewClimate – Institute for Climate Policy and Global Sustainability gGmbH、Öko-Institutで作成）
https://www.iges.or.jp/jp/pub/cer-supply-potential/en

https://www.iges.or.jp/jp/pub/cer-supply-potential/en
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パリ協定第6条8項って？

• 緩和、適応、資金、技術移転、キャパシティビルディング（能力構築）等、あらゆるものを含む枠
組み。

パリ協定第6条8項：非市場アプローチ（NMA：Non Market Approaches)（6.8項)

6.8項の今後の予定（合意後）
• 持続可能な開発と貧困撲滅の観点から、締約国のNDCの実施におけるNMAの利用と調整を促進。
• 特に、緩和、適応、資金、技術開発・移転、能力向上の間の連携を強化。
• NMAフォーラムの設置（毎年会議を開催）
• 活動の進捗を確認（毎年COPに合わせ報告）
• NMAに関する情報を記録・交換するためのUNFCCCウェブベースのプラットフォームやツールの開発
• NMAの優良事例の共有、脆弱で影響を受けやすいセクター・コミュニティの参加強化

6.8項における交渉の論点
ほぼ合意できている。
交渉では、6.2項、6.4項に時間が多く割かれており、バランスの取れた交渉が重要。
 6.2項・6.4項・6.8項が同時に合意されることが重要。
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おさえておきたい6条のこと

パリ協定第6条の交渉は技術的議論から次の段階へ

パリ協定第6条の合意シナリオ

パリ協定は京都議定書とは異なる

NDCと6条
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6条のルール
（相当調整・二重計上
防止など）

パリ協定第6条は各国の自主的な参加で、各国の
目標達成に活用し、野心を高めるもの
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BASICの意見
 4/7-8 BASIC閣僚会合でCOP26に向けた意見交換を実施。
共同声明を発表
https://www.gov.za/nr/speeches/joint-statement-issued-conclusion-30th-basic-ministerial-meeting-climate-change-hosted#

 6 条の交渉終了を強調。
 6.2項のITMOsの収益の一部を、適応基金へ。
 投資に対する不必要な障害の創出を回避すべき
（6.4項における相当調整）。

 4/20 気候サミットにて、ブラジルジャイル・ボルソナーロ大統領
がパリ協定第6条について発言。

「COP26では、パリ協定第5条および第6条で定められたメカニ
ズムを全面的に採用することを主な使命としている。炭素市場

は、気候変動対策を推進するための資金や投資の源泉として非常に重
要だが、森林に限ったことではない。また、産業活動、発電、廃棄物
処理等、経済の他の関連部門においても同様」

出典：ブラジル政府
https://www.gov.br/planalto/pt-br/acompanhe-o-
planalto/noticias/2021/04/brasil-reforca-compromisso-
de-combate-ao-desmatamento-e-reducao-de-gases

出典：南アフリカ政府高官 SNSより
https://mobile.twitter.com/zaheer_fakir/status/13801
31221800431619

https://www.gov.za/nr/speeches/joint-statement-issued-conclusion-30th-basic-ministerial-meeting-climate-change-hosted
https://www.gov.br/planalto/pt-br/acompanhe-o-planalto/noticias/2021/04/brasil-reforca-compromisso-de-combate-ao-desmatamento-e-reducao-de-gases
https://mobile.twitter.com/zaheer_fakir/status/1380131221800431619
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今後の交渉スケジュール
日時 トピック

4/19 適応への資金（SOP）（6.2項と6.4項）

4/20 6.4項におけるNDC対象外の二重計上

5/20-21 6条の迅速化（6.2項、6.4項、6.8項）

5/31-6/17
気候変動枠組条約（UNFCCC）第52回補助機関会合（SB52)
※通常2週間のところ、時差を考慮し、3週間に変更。

6/11 6条における野心向上

6/14 6.4項におけるクリーン開発メカニズムの活動移管

7月（日時未定） 閣僚級会合（対面予定）

 時差を考慮し、毎日3時間程度の交渉の実施を予定。
→ドイツ・ボン正午開始の場合、日本時間は20時開始、NZ・豪は深夜。時差と接続の管理が引き続き課題。

 今後、COP26に向け、各国のポジションがサブミッション(意見表明書）という形で発表。

 UNFCCC事務局による通知では、会期中の作業は非公式に行われ、締約国が再び対面で議論できるようになるまで
、いかなる決定も下されない。

 議論の透明性を確保し、進捗状況を把握するため、非公式文書が作成される見込み(但し、公式文書ではない）。

合意のためには、対面で開催
することが必要。
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おさえておきたい6条のこと

パリ協定第6条の交渉は技術的議論から次の段階へ

パリ協定第6条の合意シナリオ

パリ協定は京都議定書とは異なる

NDCと6条

政治レベルへ

炭素市場と民間
企業への影響

6条のルール
（相当調整・二重計上
防止など）

パリ協定第6条は各国の自主的な参加で、各国の
目標達成に活用し、野心を高めるもの
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COP26のシナリオとそれによる影響

• 6条ルールの決定に基づき、各国におけるオフセット・クレジットの活用方針の決定
• CDMの移管に向けた迅速な手続きの開始、6条の更なる詳細ルール作り、インフラ整備の開始
• 自主的炭素市場はルールの見直しに着手する可能性
→相当調整を考慮したクレジット配分、6条や炭素市場に関するインフラ・キャパビルの需要増

シナリオ１ COP25議長テキストに近い合意

シナリオ 2 新たな合意文書で合意（2-1：抜け穴のある妥協案、2-2：優先度をつけた合意案）

• CDMの運用停止（2021年も一時的に運用停止中）
• 6条パイロットや自主的炭素市場において、独自に環境十全性や二重計上防止策の構築が必要となる。

→民間企業にとって、「正しい」クレジットの選択が求められる。

シナリオ 3 合意ができなかった場合

• （2-1の場合）合意文書の解釈は各国で異なる可能性。
→文書に曖昧な解釈が残ると、合意後も全体の整合性がとれなくなり、詳細なルール化に時間を要し、6条実施
の遅れの可能性がある。

• （2-2の場合）国際的にポジティブなメッセージをだせる。各国・民間企業にとって、次のステップが明確に
なる。

→作業の遅れを取り戻すために、2022年以降、詳細ルール立ち上げのための迅速な作業が必要。
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まとめ

 COP26まであと半年。今後、各国のポジションの変化のタイミングに注目。
 二重計上回避のための相当調整は、削減目標を達成する上でアカウンティングの重要な要素。
 クレジットの取引自体は世界全体の温室効果ガス排出量を減らさない。
 相当調整を適用しつつ、協力国と削減量やそれ以外のベネフィット（SDGsや経済的利益）の生成が重要。
 2021年に入り、国連事務総長・COP26議長・気候サミット・G7外務開発大臣会合の他、様々なハイレベル

の声明で適応への貢献の必要性が言及されている。
→6.2項に参加する国は、適応への貢献支援を組み込んだ制度構築を検討が必要ではないか。
 COP26で各国が6条ルールに合意した場合、6.4項の本格運用までに、2年程度時間がかかると想定される。

5月 6月 7月 9月8月 10月 11月

プレCOP26
9/30-10/2

パリ協定
6条交渉

（オンライン）
5/31-6/17

6条非公式
会合

閣僚会合
COP26に向けた課題

を議論
（対面：時期未定）

追加交渉セッション？
または

非公式会合？

COP26
11/1-12

国連総会
6/11-13 10/30-315/20-21
首脳級会合気候環境大臣会合 首脳級会合

7/23
気候エネ大臣会合
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参考資料
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IGES担当職員のご紹介（気候政策・6条・炭素市場・REDD+）

田村（気候政策全般）

劉（中国ETS/CPLC）

金 (中国・韓国ETS）

梅宮（透明性・REDD+/森林）

服部（6条報告・スイス）
JCM：中南米、尼、ミャンマー、越

テムールン（SDGs・透明性・ADB
・自主的炭素市場・JCM）

上野
（JCM方法論/MRV、EU ETS、CDM)

田口
（JCM方法論/MRV、ICAO/IMO）
JCM:アフリカ、中東、島嶼、世銀

津久井
（SDGs、世銀との協力

JCM：ﾊﾞﾝｸﾞﾗ、ﾗｵｽ、ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ、GST）

ナンダ・クマール(インド政策）

ミトラ(JCM、バングラ、世銀協力）

山ノ下（REDD+)

鮫島（REDD+)高橋健太郎（JCM/6条/炭素市場）

滝澤（気候政策・石炭火力）

IGESでは高橋が5名います



29

IGESのパリ協定第6条に関する活動

Climate Market Club

世界銀行/ADBとの協力

世界銀行との協力活動
 パリ協定第6条・カーボンプライシング
 案件開発支援（バングラデシュ、ケニ

ア）

パリ協定第6条交渉支援
 SB52/COP26へ参加
 6条の各国ポジション分析
 6条関連会合への参加

パリ協定第6条の技術的貢献
 6条専門家会合
 方法論に関する調査

 米国・EU・カナダ・中国・インド・ブ
ラジル・韓国・インドネシア等温室効
果ガス排出量の大きな国の動向

 パリ協定第6条関連、自主的炭素市場、
CORSIA等

 投資家及び企業のオフセットに対する
考え方

ADBとの協力活動
 JF-JCM/第6条ラウンドテーブル

協力活動
 パリ協定第6条に関するワークショップの実施

（6条の基礎、相当調整、報告の理解促進）
 パリ協定第6条に関する相互学習の実施

協力活動
 パリ協定第13条（BTR）
に関する相互学習の実施

 パリ協定第6条・13条に関
するWS開催

 UNFCCCとCDM/BUR等
データベース協力を実施

パリ協定第6条キャパビル（対象国は順次拡大）

パリ協定第13条キャパビル カーボンニュートラルに向けた6条
関連動向

広報・発信及び技術的議論への参加



気候変動とエネルギー領域 / プログラムマネージャー

高橋健太郎

ご清聴ありがとうございました。


